
 

 

関税定率法等の一部を改正する法律案要綱  

 

 

 最近における内外の経済情勢等に対応するため、次により、関

税率等について所要の改正を行うこととする。  

 

１．個別品目の関税率等の見直し  

(1) 2,6-ナフ タレ ンジカ ルボ ン酸 ジメチル エステル及 びメタ -

フ ェ ニ レ ン ジ ア ミ ン の 基 本 税 率 を 無 税 と す る こ と と す る 。

（関税定率法別表関係）  

(2) ポリ塩化ビニル製使い捨て手袋の暫定税率を設定し、無税

とすることとする。（関税暫定措置法別表第１関係）  

 

２．関税率表の品目分類に関する調整  

  「 商 品 の 名 称 及 び 分 類 に つ い て の 統 一 シ ス テ ム に 関 す る 国

際 条 約 」（ Ｈ Ｓ 条 約 ） 附 属 書 の 品 目 表 の 改 正 に 応 じ て 、 関 税

率 表 の 品 目 分 類 に 関 す る 所 要 の 改 正 を 行 う こ と と す る 。（ 関

税 定 率 法 別 表 及 び 関 税 暫 定 措 置 法 別 表 第 １ 等 関 係 ）  

 

３．災害等による納期限等の延長制度の拡充等  

  災 害 そ の 他 や む を 得 な い 理 由 に よ り 、 期 限 ま で に 納 付 等 を

す る こ と が で き な い 場 合 に お け る 当 該 期 限 の 延 長 等 に 係 る

規 定 を 整 備 す る こ と と す る 。（ 関 税 法 第 ２ 条 の ３ 及 び 第 102

条 の ２ 等 関 係 ）  

 

４．電子帳簿等保存制度の見直し  

  関 税 に お け る 電 子 帳 簿 等 保 存 制 度 に 係 る 手 続 の 簡 素 化 及

び 要 件 の 緩 和 並 び に 不 正 行 為 を 抑 止 す る た め の 措 置 の 創 設

等 の 規 定 を 整 備 す る こ と と す る 。（ 関 税 法 第 ７ 条 の ９ 、 第 12

条 の ２ 、 第 12 条 の ４ 、 第 67 条 の ８ 及 び 第 94 条 ～ 第 94 条 の

６ 等 関 係 ）  

 

５．関税等の納付手段の多様化  

  通 関 時 に お け る 関 税 等 の キ ャ ッ シ ュ レ ス 納 付 に 係 る 規 定

を 整 備 す る こ と と す る 。（ 関 税 法 第 ９ 条 の ５ ～ 第 ９ 条 の ９ 等

関 係 ）  

 

６．暫定税率等の適用期限の延長等  

(1) 令和３年３月 31 日に適用期限が到来する暫定税率及び特

別緊急関税制度について、これらの適用期限を１年延長する



と ともに 、加 糖調 製品 の暫 定税 率を 引き 下げ るこ とと する 。

（関税暫定措置法第２条、第７条の３、第７条の４、第７条

の６及び別表第１等関係）  

(2) 令和３年３月 31 日に適用期限が到来する特恵関税制度に

ついて、適用期限を 10 年延長することとする。（関税暫定措

置法第８条の２関係）  

(3) 令和３年３月 31 日に適用期限が到来する沖縄に係る関税

制度上の特例措置（選択課税制度）について、適用期限を１

年延長することとする。（関税暫定措置法第 13 条関係）  

 

７．施行期日  

  こ の 法 律 は 、 別 段 の 定 め が あ る 場 合 を 除 き 、 令 和 ３ 年 ４ 月

１ 日 か ら 施 行 す る こ と と す る 。  

 


